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特集 安全性評価・安全管理

強風災害から列車を守るために，耐力（＝車両が安全に走行できる風速）を超える
外力（＝強風）が発生しやすい箇所を特定して強風対策設備の新設や運転規制が実
施されますが，この際，これらの対策によって安全性がどの程度向上するかを確認
する必要があります。また，新たに強風対策設備を施工する必要がある箇所が複数
あるような場合に，施工の優先度を決めるためには現在の安全性を定量的に評価す
る必要があります。ここでは，運転規制に用いられている風速計データから求めら
れる強風の発生確率を用いて，列車の安全性を評価する方法について紹介します。 
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風対策の効果がなくなってしまいま

す。そのため，図2の例1に示すように，

変更後の運転規制方法での安全性が変

更前のそれと比較して同じかそれ以上

となることを確認する必要があります。

また，この上限値Aは車両の走行速

度によっても異なり，走行速度が小さ

くなると上限値Aは高くなることが

知られています2）。しかし，その一方

で走行速度が小さくなれば規制区間を

走行する所要時間が増えるために，車

両が規制区間内で強風にさらされる可

能性が高くなります。そこで，図2の

例2に示すように，走行速度を小さく

したことで上限値Aが高くなる効果

と，規制区間で強風にさらされる可能

性が高くなる影響を評価し，速度を変

えることで安全性がより向上するのか，

または低下するのかを確認する必要が

あります。

これらを確認するために，強風に対

する列車の安全性を定量的に評価する

手法を検討しました3）。この手法は鉄

道沿線などで観測された風向風速の

データから，①ある風速の発生頻度と

②風速の時間変化量の発生頻度から，

強風発生確率（後述）という指標を求

はじめに
鉄道における強風対策としては，防

風柵や防風壁などのハード面での対策

や運転規制などのソフト面での対策が

あります。このうち，ソフト対策であ

る運転規制（運転抑止・速度規制）は，

多くの鉄道線区で，沿線に設置してい

る運転規制用の風速計により測定さ

れた瞬間風速値があるしきい値（規制

風速Us）を超えた場合に発令されます。
また，風が弱くなり，風速値が規制値

未満となる状態が一定時間（以下，様

子見時間nとします）以上継続した場
合に規制が解除されます（図1）。

風が強いある線区において防風柵な

どの設備を取り付けた場合，防風効果

により車両に働く力が小さくなるため，

車両が安全に走行できる風速の上限値

（以下，上限値Aと表記します）が高

くなります1）。ここで，防風設備を取

り付ける前と取り付けた後で同じ運転

規制方法を継続する場合には，上限値

Aが高くなることから安全性が向上す

ることは明らかです。しかし，運転規

制風速を高くする，すなわち，運転規

制基準を緩和するときには，設備の取

り付け前よりも安全性が低下しては強
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めて評価するものです。

本稿では，この強風発生確率を用い

て車両の安全性を定量的に評価する方

法について述べるとともに，仮想線区を

対象とした安全性の評価例を述べます。

強風発生確率の概要
今回，強風に対する安全性を評価す

るため，「列車が規制区間に進入する

ことができる場合において，瞬間風速

値が上限値A以上となる」ことを「危

険な状態」とし，この状態が起こる確

率を強風発生確率（以下，確率Pxと表
します）として求めることとしました。

このとき，「危険な状態」となるには

列車が規制区間内に存在することがで

きる場合，すなわち，運転抑止が発令

されていない条件（条件1）と，規制区

間内に進入してから通過するまでの間

に瞬間風速が上限値A以上となる条

件（条件2）の2つをともに満たす必要

があります（図3）。

この条件1ですが，一般的な運転規

制方法では，ひとたび運転規制が発令

されると，その後瞬間風速が規制値を

下回っていても，その時間が様子見時

間n以上継続していなければ運転規制
が解除されません（図1参照）。すなわ

あることになります。ただし，条件1

がNoのときは除外します。また，危

険な状態を回避するためには，列車が

規制区間に進入する前に規制区間内の

風速値を見積もる必要があります。そ

こで，列車が規制区間に進入する前の

様子見時間nでの最大瞬間風速U1と
進入してからの運転規制区間の通過

所要時分（mとします）間の最大瞬間

風速U2の時間変化量に着目しました。
U2とU1の差をδとすると，δが（A

－U1）以上であればU2が上限値A以
上となります。したがって，条件2は

「風速の時間変化量δがA－U1以上で

図4 風速の時系列と時間変化量�の考え方

図3 判定フロー図2 確率を用いた評価の対象場面の例図1 運転規制の発令・解除フロー

ち，規制区間に進入しようとする時刻

（t0とします）に運転規制が発令されて

いないことは，時刻 t0より前の様子見

時間nすべてで規制値を下回っている
ことになります。したがって，図4で

示すような風速の時間変化のときには，

図4中のU1が規制値未満であること
になります。つまり，条件1は「時刻
t0より前の様子見時間n内の最大瞬間

風速U1が規制風速未満である」と言い
かえることができます。

次に条件2ですが，これは列車が運

転規制区間内にいる時間での最大瞬間

風速（図4中のU2）が上限値A以上で
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ある」と言いかえることができます。

これより，条件1の最大瞬間風速と

条件2の風速の時間変化量の分布を確

率で評価できれば強風発生確率が求め

られることになります。

全国各地で行われてきた風観測の結

果を分析したところ，地域差はあり

ますが条件1の最大瞬間風速の出現度

数は概ね図5で示されるような分布に，

また，条件2の風速の時間変化量の出

現度数は概ね図6で示されるような分

布でそれぞれ近似できることが分かり

ました。そこで，運転規制の様子見時

間n，運転規制区間の通過所要時分m

を検討対象線区のものとして条件1お

よび条件2の確率分布の推定式をそれ

ぞれ作成し，それらを組み合わせて確

率Pxを計算します。

得られた確率Pxにより，ある規制区
間で強風に対する列車の安全性を評価

できるようになります。なお，この確

率Pxは危険な状態となる確率ですので，
小さい方がより安全と評価されます。

次の節で安全性の評価例として2例，

①規制風速や上限値Aが変わったと

きの例と，②規制区間を走行する速度

が異なる場合の例を示します。ここで

は，風の性質をあらわす条件1，2の

確率の推定式を定める値は国内の強風

地での風観測結果より得られたものを

使いました。

強風発生確率による評価例
上限値Aが変わる場合の評価例

防風設備の施工により上限値Aが変

わる場合や運転規制方法が変更となる

場合には，規制区間の通過所要時分が

変わらない場合でも強風発生確率Pxの
値は異なります。ここでは評価例の一

つとして表1に示したようなケースⅠ

を基準として，上限値Aおよび運転抑

止風速を変えた計3種類の運転規制方

法の安全性を比較したものを示します。

ケースⅠは上限値Aを35m/s，運転抑

止風速を25m/s，運転規制の様子見時

間nを15分間，規制区間の通過所要時

分mを4分間としました。ケースⅡは
上限値Aの値のみが33m/sと低くなっ

た場合です。また，ケースⅢは防風柵

などのハード対策をして運転規制を緩

和することを想定したもので，上限値

Aが40m/s，運転抑止風速が30m/sと

それぞれケースⅠより5m/s高くなっ

た場合です。

本稿ではケースⅠと比べて安全性が

向上するかどうかを示すため，ケース

Ⅰに対する強風発生確率Pxの比で示
します。したがって，この値が1より

小さければより安全であることを意

味します。この結果を図7に示します。

この図では，ケースⅡでの値が1より

大きくなっていますので安全性が低下

することがわかります。逆に，ケー

スⅢでは値が1より小さくなっており，

ケースⅠより安全であると言えます。

したがって，この事例では車両が安全

に走行できる風速の上限値が上がると，

運転抑止の発令風速を同じだけ上げて

もそれまでと同等以上の安全性が保た

れることがわかります。

走行速度が異なる場合の評価例

前に述べたように，車両が安全に走

行できる風速の上限値Aは走行速度

が低いほど大きくなりますが，その一

方で規制区間の通過所要時分は長くな

るために，規制区間を抜けるまでの時

間でより強い風が吹く可能性が大きく

なります。そのため，ある規制区間の

走行速度を変える場合，風速の上限値

Aが変わる効果が大きいのか，強風に

さらされる時間が変わることによる影

響が大きいのかを評価することで，よ

り安全となる走行速度を定めることが

可能となります。

ここでは，表2に示すように，先の

評価例でのケースⅠを基準として，走

行速度を大きくした場合と小さくし

た場合の計3種類の運転規制方法に

おける安全性の評価結果を示します。

ケースⅠは走行速度が90km/hで，規

制区間の通過所要時分は4分である

としました。ケースⅣは上限値Aが

33m/sと低くなるものの，走行速度

を120km/hと高くして，規制区間の

図5 最大瞬間風速の出現確率分布 図6 風速の時間変化量の出現確率分布
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通過所要時分mを3分とした場合です。
ケースⅤは上限値Aは37m/sと高く

なるものの走行速度を60km/hと低く

して，規制区間の通過所要時分mを6
分とした場合です。

この条件で求めた強風発生確率Px
を先ほどの評価例と同様，ケースⅠの

値を1としたときの値を図8に示しま

す。この評価例を見ると，ケースⅤで

の確率はケースⅠでの確率より小さく

なっています。したがって，規制区間

内で強風にさらされる可能性のある時

間がケースⅠのときより長くなるデメ

リットより，規制区間を走行する速度

を落として車両が安全に走行できる風

速の上限値Aを上げるメリットの方

が大きく，走行速度を下げて走らせる

方がより安全性が高くなるという結果

になります。

おわりに
現在の一般的な運転規制方法に準じ

た場合の強風に対する車両の安全性を

定量的に評価する方法を検討しました。

国内での風速の観測結果から風速の出

現確率ならびに短時間での風速変化量

の出現確率を求め，そこから運転規

制に従った場合に風速がある上限値A

よりも大きくなる確率（強風発生確率）

を求めました。車両が安全に走行でき

る風速値や運転規制方法が異なる場合，

また，車両の走行速度が異なる場合に

ついて，この強風発生確率を用いて列

車の安全性の違いを示すことで，より

安全な強風対策を検討することができ

るようになります。

実際には鉄道沿線での風速は空間分

布があり，同じ時刻でも少し離れた2

地点では風速値は異なりますが，ここ

では風速の空間分布は考慮せずに時間

変動のみを考慮しています。さらに，

規制区間を走行する車種を1種類とし

たほか，運転規制区間に同時に複数の

列車が存在する場合は考慮していませ

ん。このように，いくつかの仮定をし

たうえで強風発生確率を求めています

ので，これらの仮定をより現実的なも

のにして強風に対する列車の安全性を

精度よく評価することが今後進めてい

くべき課題と考えています。さらに，

他の気象災害と同一の指標で安全性を

評価できるようにすることも今後の課

題であり，研究を進めていく予定です。

図7 上限値Aを変えた場合の評価結果 図8 走行速度を変えた場合の評価結果

表1 上限値Aを変えた場合の検討条件 表2 走行速度を変えた場合の検討条件

ケースⅠ
（基準） ケースⅡ ケースⅢ

上限値A（m/s） 35 33 40

運転規制の様子見時間 n（分） 15 15 15

通過所要時分 m（分） 4 4 4

運転抑止風速 Us（m/s） 25 25 30

ケースⅠ
（基準） ケースⅣ ケースⅤ

列車の走行速度 V（km/h） 90 120 60

運転規制の様子見時間 n（分） 15 15 15

通過所要時分 m（分） 4 3 6

運転抑止風速 Us（m/s） 25 25 25

上限値A（m/s） 35 33 37
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